
68 水産業成長産業化沿岸地域創出事業  
【平成31年度予算概算要求額  18,500 （－）百万円】 

［お問い合わせ先］水産庁研究指導課（03-6744-2031） 

＜事業の内容＞  ＜事業イメージ＞  
 
  ○ 漁村地域で地域委員会を立ち上げ、地域の沿岸漁業者自らが適切な     
   資源管理と収益性の向上を両立させた「地域水産業成長産業化計画」 
   を策定し、各県単位の審査会の承認を受けることにより、その目標達成に 
   必要な漁船、機器等についてリース方式による円滑な導入を支援します。 
  
 
  ［補 助 対 象］漁業協同組合等が計画に基づき導入する漁船、機器、漁具等 
  ［配分上限額］補助対象ごとに設定 
 

＜対策のポイント＞ 
 漁業者自らが策定した計画に基づき、沿岸漁村地域において適切な資源管理と収益性の向上を両立させる浜の構造改革に必要な漁船、機器等のリース
方式による導入を支援します。 
＜政策目標＞ 
 当該計画に取り組む漁業者の漁業所得向上（５年間で10％以上［平成35年度まで］） 

国 事業主体 

定額、1/2、1/3 

＜事業の流れ＞ 

地域委員会（漁業者、漁協、流通・加工、行政等で構成） 

「地域水産業成長産業化計画」の策定 
・ 地域重要魚種の資源管理の推進 
・ 意欲と能力のある経営体への協業化 
・ 漁獲物の付加価値化、販路拡大 
・ 浜を持続するための年齢構成への転換  等 
による浜全体の収益性向上 
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計画に基づく基幹的生産設備等の導入・更新 

 
 
 
 

資源管理の取組を推進しつつ、収益性の向上を目的とした例 

 
 
省力化・コスト削減  

 
 
  

省エネエンジンの導
入、高船齢漁船の
更新、定置網モニ
タリングシステムの導
入 
 

海水冷却装置、保
冷機能を強化した
魚槽、活魚水槽の
導入 
 

漁獲物の品質・付
加価値向上 

協業化等による経
営効率化 

協業化・グループ化
による操業体制の
確立、共同運搬船
の導入 
 

水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立する漁村地域を創出 

 
 
十分な作業スペー
スを確保した漁船、
新規就業者のため
の漁船の導入 
 

労働環境改善、 
新規就業者参入 

民間団体等 
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